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本ページ以降は、銀行法第21条に基づく開示事項のうち、自己資本の充実についての事項（2014年金融庁告示第7号）について記載しています。
なお、本ページ以降における「自己資本比率告示」とは、2006年金融庁告示第19号を指しています。諸計数は原則として単位未満を切り捨てのうえ表示
しています。構成比率は、100に調整しています。
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銀行法施行規則（1982年大蔵省令第10号）第19条の2第1項第5号二等に規定する自己資本の充実の状況等につ
いて金融庁長官が別に定める事項のうち事業年度に係る説明書類に記載すべき事項について開示しております。
当行は、国内基準を適用の上、信用リスク・アセットの算出においては標準的手法を、オペレーショナル・リスク相当額
の算出においては粗利益配分手法を採用しております。

 （単位：百万円）

項　目 2019年9月30日 2020年9月30日

コア資本に係る基礎項目
普通株式又は強制転換条項付優先株式に係る株主資本の額 138,592 142,478
うち、資本金及び資本剰余金の額 59,923 62,293
うち、利益剰余金の額 79,118 81,122
うち、自己株式の額（△） 448 936
うち、社外流出予定額（△） － －
うち、上記以外に該当するものの額 － －

コア資本に算入されるその他の包括利益累計額 △1,732 △ 2,365
うち、為替換算調整勘定 － －
うち、退職給付に係るものの額 △1,732 △ 2,365

普通株式又は強制転換条項付優先株式に係る新株予約権の額 70 82
コア資本に係る調整後非支配株主持分の額 － －
コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額 2,219 2,541
うち、一般貸倒引当金コア資本算入額 2,219 2,541
うち、適格引当金コア資本算入額 － －

適格旧非累積的永久優先株の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 20,000 18,000
適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 － －
公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の額のうち、
コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 － －

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の四十五パーセントに相当する額のうち、
コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 － －

非支配株主持分のうち、経過措置によりコア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 1,556 1,214
コア資本に係る基礎項目の額� （イ） 160,706 161,951
コア資本に係る調整項目 　
無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合計額 1,904 1,982
うち、のれんに係るもの（のれん相当差額を含む。）の額 － －
うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額 1,904 1,982

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額 1,129 783
適格引当金不足額 － －
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 － －
負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額 － －
退職給付に係る資産の額 － －
自己保有普通株式等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額 － －
意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額 － －
少数出資金融機関等の対象普通株式等の額 － －
特定項目に係る十パーセント基準超過額 － －
うち、その他金融機関等の対象普通株式等に該当するものに関連するものの額 － －
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 － －
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 － －

自己資本の充実の状況等について〔自己資本比率規制第３の柱（市場規律）に基づく開示〕

自己資本の構成に関する開示事項  連 結
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特定項目に係る十五パーセント基準超過額 － －
うち、その他金融機関等の対象普通株式等に該当するものに関連するものの額 － －
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 － －
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 － －

コア資本に係る調整項目の額� （ロ） 3,034 2,766
自己資本
自己資本の額（（イ）－（ロ））� （ハ） 　157,672 159,184
リスク・アセット等
信用リスク・アセットの額の合計額 1,754,097 1,808,487
うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額 － －

うち、他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポージャーに係る経過
措置を用いて算出したリスク・アセットの額から経過措置を用いずに算出した
リスク・アセットの額を控除した額

－ －

うち、上記以外に該当するものの額 － －
マーケット・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して得た額 － －
オペレーショナル・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して得た額 55,902 55,986
信用リスク・アセット調整額 － －
オペレーショナル・リスク相当額調整額 － －
リスク・アセット等の額の合計額� （ニ） 1,809,999 1,864,473
連結自己資本比率
連結自己資本比率（（ハ）／（ニ）） 8.71％ 8.53%

自己資本の構成に関する開示事項（連結）
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定量的な開示事項  連 結

定量的な開示事項（連結）

連結の範囲に関する事項

その他金融機関等（自己資本比率告示第29条第6項第1号に規定するその他金融機関等をいう。）であって銀行の子法人等であるもののうち、自己資
本比率規制上の所要自己資本を下回った会社の名称、所要自己資本を下回った額の総額
その他金融機関等（自己資本比率告示第29条第6項第1号に規定するその他金融機関等をいう。）であって銀行の子法人等である会社はございません。

自己資本の充実度に関する事項
①信用リスクに対する所要自己資本の額 （単位：百万円）

項　目
2019年度中間期 2020年度中間期

リスク・アセット 所要自己資本の額 リスク・アセット 所要自己資本の額
【資産（オン・バランス）項目】

－ － － －現金
我が国の中央政府及び中央銀行向け － － － －
外国の中央政府及び中央銀行向け 1,170 46 － －
国際決済銀行等向け － － － －
我が国の地方公共団体向け － － － －
外国の中央政府等以外の公共部門向け － － － －
国際開発銀行向け － － － －
地方公共団体金融機構向け － － － －
我が国の政府関係機関向け 2,348 93 2,391 95
地方三公社向け － － － －
金融機関及び第一種金融商品取引業者向け 17,634 705 15,638 625
法人等向け 205,326 8,213 217,034 8,681
中小企業等向け及び個人向け 475,308 19,012 486,833 19,473
抵当権付住宅ローン 71,744 2,869 74,899 2,995
不動産取得等事業向け 306,034 12,241 327,306 13,092
三月以上延滞等 3,549 141 3,326 133
取立未済手形 － － － －
信用保証協会等による保証付 8,720 348 7,758 310
株式会社地域経済活性化支援機構等による保証付 － － － －
出資等 32,108 1,284 33,038 1,321
（うち出資等のエクスポージャー） 32,108 1,284 33,038 1,321
（うち重要な出資のエクスポージャー） － － － －
上記以外 564,944 22,597 568,644 22,745
（��うち他の金融機関等の対象資本調達手段のうち対象普通株式等に�
該当するもの以外のものに係るエクスポージャー） － － － －
（うち特定項目のうち調整項目に算入されない部分に係るエクスポージャー） 18,089 723 18,240 729
（うち上記以外のエクスポージャー等） 546,855 21,874 550,404 22,016
証券化（オリジネーターの場合） 2,300 92 2,293 91
（うち再証券化） － － － －
証券化（オリジネーター以外の場合） － － － －
（うち再証券化） － － － －
信用リスク・アセットのみなし計算が適用されるエクスポージャー 46,168 1,846 44,650 1,786
（ルック・スルー方式） 44,047 1,761 42,759 1,710
（マンデート方式） － － － －
（蓋然性方式250％） 1,287 51 765 30
（蓋然性方式400％） － － 1,125 45
（フォールバック方式1250％） 833 33 － －
経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるものの額の合計額 － － － －
他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポージャーに係る
経過措置によりリスク・アセットの額に算入されなかったものの額 － － － －
資産（オン・バランス）計 1,737,360 69,494 1,783,816 71,352

【オフ・バランス取引等項目】
原契約期間が１年以下のコミットメント 2,821 112 5,463 218
短期の貿易関連偶発債務 82 3 60 2
特定の取引に係る偶発債務 3,717 148 2,712 108
原契約期間が１年超のコミットメント 3,281 131 7,196 287
信用供与に直接的に代替する偶発債務 2,767 110 2,244 89
先物購入、先渡預金、部分払込株式又は部分払込債券 － － － －
有価証券の貸付、現金若しくは有価証券による担保の提供又は
有価証券の買戻条件付売却若しくは売戻条件付購入 － － － －
派生商品取引 1,624 64 1,549 61
オフ・バランス取引等　計 14,296 571 19,226 769
【CVAリスク相当額を8％で除して得た額】　（簡便的リスク測定方式） 2,440 97 5,443 217
【中央清算機関関連エクスポージャー】 0 0 0 0

合計 1,754,097 70,163 1,808,487 72,339
（注）所要自己資本額＝リスク・アセット×4％
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②オペレーショナル・リスクに対する所要自己資本の額及びこのうち連結グループが使用する手法ごとの額 （単位：百万円）
2019年度中間期 2020年度中間期

オペレーショナル・リスクに対する所要自己資本額 2,236 2,239
　うち粗利益配分手法 2,236 2,239

③連結自己資本比率

2019年度中間期 2020年度中間期
連結自己資本比率 　8.71％ 8.53%

④連結総所要自己資本額 （単位：百万円）
2019年度中間期 2020年度中間期

連結総所要自己資本額 72,399 74,578

信用リスクに関する事項
①信用リスクエクスポージャー中間期末残高及び三月以上延滞エクスポージャーの地域別・業種別・残存期間別内訳
 （単位：百万円）

2019年度中間期 2020年度中間期
信用リスクエクスポージャー期末残高 三月以上

延滞
エクス
ポージャー

信用リスクエクスポージャー期末残高 三月以上
延滞

エクス
ポージャー

貸出金、
コミットメント
及びその他の
デリバティブ
以外のオフ・
バランス取引

債券 デリバティブ
取引

貸出金、
コミットメント
及びその他の
デリバティブ
以外のオフ・
バランス取引

債券 デリバティブ
取引

国内計 2,723,086 2,426,394 293,798 2,892 3,799 3,153,608 2,839,575 311,083 2,950 3,441
国外計 39,723 1,354 38,369 － － 34,928 1,404 33,524 － －

地域別合計 2,762,810 2,427,749 332,168 2,892 3,799 3,188,537 2,840,979 344,607 2,950 3,441
製造業 160,575 153,537 6,921 115 116 170,116 161,311 8,689 115 87
農業、林業 7,725 7,540 185 － － 6,828 6,673 155 － －
漁業 584 584 － － － 749 749 － － －
鉱業、採石業、砂利採取業 4,479 4,479 － － － 4,071 4,071 － － －
建設業 109,587 103,772 5,803 11 593 119,705 114,496 5,198 10 390
電気・ガス・熱供給・水道業 31,550 8,530 23,019 － － 38,652 10,816 27,836 － －
情報通信業 7,876 7,750 100 25 － 8,851 8,246 580 25 －
運輸業、郵便業 66,942 65,644 1,262 35 9 72,443 71,396 1,005 41 －
卸売業、小売業 186,837 177,221 8,804 810 9 199,895 190,012 9,054 829 147
金融業、保険業 380,738 230,104 149,213 1,420 － 646,260 507,507 137,217 1,535 －
不動産業、物品賃貸業 501,289 494,586 6,535 166 529 555,590 547,366 8,080 143 390
各種サービス業 199,490 193,797 5,387 306 710 224,970 219,967 4,753 248 725
国・地方公共団体等 175,620 50,685 124,935 － － 181,068 39,032 142,036 － －
個人 806,017 806,017 － － 1,228 834,948 834,948 － － 1,113
その他 123,494 123,494 － － 601 124,382 124,382 － － 585

業種別計 2,762,810 2,427,749 332,168 2,892 3,799 3,188,537 2,840,979 344,607 2,950 3,441
1年以下 488,839 450,397 38,257 185 42 645,729 607,282 38,352 94 68
1年超3年以下 219,710 150,295 69,353 61 36 208,996 151,131 57,098 767 31
3年超5年以下 261,501 171,140 88,538 1,822 31 267,595 189,473 76,831 1,291 5
5年超7年以下 144,973 121,496 23,299 177 203 188,368 135,693 52,556 117 207
7年超10年以下 244,403 168,079 76,100 224 85 307,868 248,766 58,746 355 43
10年超 1,226,637 1,189,596 36,619 421 279 1,288,375 1,227,028 61,022 324 334
期間の定めの無いもの 176,744 176,744 0 － 3,119 281,603 281,603 0 － 2,750
　残存期間別合計 2,762,810 2,427,749 332,168 2,892 3,799 3,188,537 2,840,979 344,607 2,950 3,441

（注）�1.オフ・バランス取引はデリバティブ取引を除いております。
� 2.「三月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払いが約定支払日の翌日から3カ月以上延滞しているエクスポージャーです。
� 3.上記の項目以外の資産については、「その他」及び「期間の定めの無いもの」に計上しております。

定量的な開示事項（連結）
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②一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の中間期末残高及び期中の増減額 
（単位：百万円）

中間期首残高 当中間期増加額
当中間期減少額

中間期末残高
目的使用 その他

一般貸倒引当金 2019年度中間期 　3,705 2,219 － 3,705 2,219
2020年度中間期 2,368 2,541 － 2,368 2,541

個別貸倒引当金 2019年度中間期 5,758 5,810 447 5,311 5,810
2020年度中間期 5,677 5,404 229 5,448 5,404

合　計 2019年度中間期 9,463 8,029 447 9,016 8,029
2020年度中間期 8,046 7,946 229 7,816 7,946

③個別貸倒引当金の地域別、業種別内訳 
（単位：百万円）

中間期首残高 当中間期増加額 当中間期減少額 中間期末残高
2019年度中間期 2020年度中間期 2019年度中間期 2020年度中間期 2019年度中間期 2020年度中間期 2019年度中間期 2020年度中間期

国内計 5,758 5,677 5,810 5,404 5,758 5,677 5,810 5,404
国外計 － － － － － － － －

地域別計 5,758 5,677 5,810 5,404 5,758 5,677 5,810 5,404
製造業 452 672 671 673 452 672 671 673
農業、林業 2 2 3 2 2 2 3 2
漁業 － － － － － － － －
鉱業、採石業、砂利採取業 － － － － － － － －
建設業 526 540 572 301 526 540 572 301
電気・ガス・熱供給・水道業 － － － － － － － －
情報通信業 1 － 1 － 1 － 1 －
運輸業、郵便業 283 271 289 270 283 271 289 270
卸売業、小売業 623 348 374 334 623 348 374 334
金融業、保険業 8 7 9 7 8 7 9 7
不動産業、物品賃貸業 545 492 541 458 545 492 541 458
各種サービス業 924 792 800 809 924 792 800 809
国・地方公共団体等 － － － － － － － －
個人 1,433 1,302 1,382 1,329 1,433 1,302 1,382 1,329
その他 955 1,247 1,163 1,217 955 1,247 1,163 1,217

業種別計 5,758 5,677 5,810 5,404 5,758 5,677 5,810 5,404

④貸出金償却の業種別内訳 （単位：百万円）
貸出金償却

2019年度中間期 2020年度中間期
製造業 2 25
農業、林業 － －
漁業 － －
鉱業、採石業、砂利採取業 － －
建設業 49 1
電気・ガス・熱供給・水道業 － －
情報通信業 － －
運輸業、郵便業 5 －
卸売業、小売業 43 73
金融業、保険業 － －
不動産業、物品賃貸業 16 14
各種サービス業 268 25
国・地方公共団体等 － －
個人 － 2
その他 － －
業種別計 385 142

定量的な開示事項（連結）
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⑤  標準的手法が適用されるエクスポージャーについて、リスク・ウェイトの区分ごとの信用リスク削減手法の効果を勘案した後の残高 
並びに自己資本比率告示第79条の5第2項第2号、第177条の2第2項第2号、第248条（自己資本比率告示第125条及び第127条におい 
て準用する場合に限る。）並びに第248条の4第1項第1号及び第2号（自己資本比率告示第125条及び第127条において準用する場合に限
る。）の規定により1,250パーセントのリスク・ウェイトが適用されるエクスポージャーの額 （単位：百万円）

エクスポージャーの額
2019年度中間期 2020年度中間期

格付有り 格付無し 格付有り 格付無し
0％ 7,905 387,837 59,331 758,405
2％ － 9 － 10
4％ － － － －
10％ 54,930 4,483 475 4,520
20％ 116,731 2,760 117,487 2,463
35％ － 205,208 － 214,233
50％ 208,962 1,432 212,612 1,422
75％ － 700,231 － 710,311
100％ 38,299 1,024,227 47,209 1,050,485
150％ － 2,554 － 2,272
250％ － 7,235 － 7,296
350％ － － － －
1,250％ － － － －

合計 426,829 2,335,981 437,115 2,751,422
（注）�1．「格付有り」とは、リスク・ウェイト算定にあたり格付を適用しているエクスポージャーであり、「格付無し」とは、格付を適用していないエクスポージャーであります。

なお、格付は適格格付機関が付与しているものに限られております。
� 2．「格付有り」エクスポージャーには、原債務者の格付を適用しているエクスポージャーに加え、保証人の格付を適用しているエクスポージャーや、ソブリン格付に準拠したリスク・ウェイトを適用している

エクスポージャーが含まれております。

信用リスク削減手法に関する事項
 （単位：百万円）

信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー
2019年度中間期 2020年度中間期

現金及び自行預金 18,358 16,787
金 － －

適格債権 － －
適格株式 9,041 9,850

適格投資信託 － －
適格金融資産担保合計 27,400 26,637

適格保証 84,373 83,127
適格クレジット・デリバティブ － －

適格保証、適格クレジット・デリバティブ合計 84,373 83,127

派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項
①与信相当額の算出に用いる方式
カレント・エクスポージャー方式にて算出しております。

②グロス再構築コストの額（零を下回らないものに限る）の合計額
グロス再構築コストの額の合計額は、590百万円です。

③担保による信用リスク削減手法の効果を勘案する前の与信相当額
法的に有効な相対ネッティング契約下にある取引については、ネット再構築コスト及びネットアドオンした上で、担保による信用リスク削減手法の�
効果を勘案する前の与信相当額が次のとおりであります。 （単位：百万円）

与信相当額
2019年度中間期 2020年度中間期

派生商品取引 2,892 2,950
外国為替関連取引及び金関連取引 1,874 1,930

金利関連取引 1,018 1,019
株式関連取引 －

貴金属関連取引（金関連取引を除く） － －
その他コモディティ関連取引 －
クレジット・デリバティブ － －

合計 2,892 2,950

定量的な開示事項（連結）
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④担保の種類別の額
信用リスク削減手法に用いた担保はございません。

⑤  与信相当額算出の対象となるクレジット・デリバティブの想定元本額をクレジット・デリバティブの種類別、かつプロテクションの購入又は 
提供の別に区分した額
与信相当額算出の対象となるクレジット・デリバティブはございません。

⑥信用リスク削減手法の効果を勘案するために用いているクレジット・デリバティブの想定元本額
信用リスク削減手法の効果を勘案するために用いているクレジット・デリバティブはございません。

証券化エクスポージャーに関する事項

①連結グループがオリジネーターである証券化エクスポージャーに関する事項
（1）��原資産の合計額、資産譲渡型証券化取引に係る原資産及び合成型証券化取引に係る原資産の額並びにこれらの主な原資産の種類別の内訳
○資産譲渡型証券化取引に係る原資産の額 （単位：百万円）

2019年度中間期 2020年度中間期
住宅ローン債権 5,236 4,692

合計 5,236 4,692

○合成型証券化取引に係る原資産の額
該当ございません。

（2）��原資産を構成するエクスポージャーのうち、三月以上延滞エクスポージャーの額又はデフォルトしたエクスポージャーの額及び、当期の損失額並びに�
これらの主な原資産の種類別の内訳 （単位：百万円）

2019年度中間期 2020年度中間期
三月以上延滞

エクスポージャー 当期損失 三月以上延滞
エクスポージャー 当期損失

住宅ローン債権 238 － 206 －
合計 238 － 206 －

（3）保有する証券化エクスポージャーの額及び主な原資産の種類別の内訳 （単位：百万円）
2019年度中間期 2020年度中間期

住宅ローン債権 184 183
合計 184 183

（注）オフ・バランス取引はありません。

（4）保有する証券化エクスポージャーの適切な数のリスク・ウェイトの区分ごとの残高及び所要自己資本の額
【オン・バランス】 （単位：百万円）

2019年度中間期 2020年度中間期
残高 所要自己資本額 残高 所要自己資本額

1,250％ 184 92 183 91
自己資本控除 － － － －

合計 184 92 183 91
（注）オフ・バランス取引はありません。

（5）証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額及び原資産の種類別の内訳
 （単位：百万円）

2019年度中間期 2020年度中間期
住宅ローン債権 － －

合計 － －

（6）��自己資本比率告示第248条並びに第248条の4第1項第1号及び第2号の規定により1,250パーセントのリスク・ウェイトが適用される証券化エクスポー
ジャーの額及び主な原資産の種類別の内訳
証券化を行った住宅ローン債権のうち183百万円は、自己資本比率告示第248条並びに第248条の4第1項第1号及び第2号の規定により1,250パーセ
ントのリスク・ウェイトを適用した額を計上しております。

（7）早期償還条項付の証券化エクスポージャー
該当ございません。

（8）当期に証券化を行ったエクスポージャーの概略
該当ございません。

定量的な開示事項（連結）

52



（9）証券化取引に伴い当期中に認識した売却損益の額及び原資産の種類別内訳
該当ございません。

②連結グループが投資家である証券化エクスポージャーに関する事項
（1）保有する証券化エクスポージャーの額及び主な原資産の種類別の内訳

該当ございません。

（2）保有する証券化エクスポージャーの適切な数のリスク・ウェイトの区分ごとの残高及び所要自己資本の額
該当ございません。

（3）��自己資本比率告示第248条並びに第248条の4第1項第1号及び第2号の規定により1,250パーセントのリスク・ウェイトが適用される証券化エクスポー
ジャーの額及び主な原資産の種類別の内訳
該当ございません。

出資等又は株式等エクスポージャーに関する事項

①連結貸借対照表計上額、時価及び次に掲げる事項に係る連結貸借対照表計上額
 （単位：百万円）

2019年度中間期 2020年度中間期
連結貸借対照表計上額 時価 連結貸借対照表計上額 時価

上場している出資等又は株式等
エクスポージャーの連結貸借対照表計上額 33,204 33,204 32,966 32,966

上記に該当しない出資等又は株式等
エクスポージャーの連結貸借対照表計上額 1,281 1,995

②出資等又は株式等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益の額
 （単位：百万円）

2019年度中間期 2020年度中間期
売却損益額 95 15
償却額 0 120

③連結貸借対照表で認識され、かつ、連結損益計算書で認識されない評価損益の額
 （単位：百万円）

2019年度中間期 2020年度中間期
連結貸借対照表で認識され、かつ、連結
損益計算書で認識されない評価損益の額 17,986 18,665

④連結貸借対照表及び連結損益計算書で認識されない評価損益の額
該当ございません。

リスク・ウェイトのみなし計算又は信用リスク・アセットのみなし計算が適用されるエクスポージャーに関する事項

リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーの額
 （単位：百万円）

2019年9月30日 2020年9月30日
ルック・スルー方式 119,901 120,779
マンデート方式 － －
蓋然性方式（250％） 514 306
蓋然性方式（400％） － 281
フォールバック方式 66 －

合計 120,483 121,366
（注）�1．「ルック・スルー方式」とは、ファンド等の組み入れ資産を銀行が直接保有しているとみなして算出する方式です。
� 2．「マンデート方式」とは、ルック・スルー方式が適用できない場合、ファンド等の運用基準（マンデート）に基づき、ファンド等の組み入れ資産を保守的に想定して算出する方式です。
�3．「蓋然性方式（250％／400％）」とは、ルック・スルー方式・マンデート方式が適用できない場合、ファンド等のリスクウェイトが250％以下／400％以下である蓋然性が高いことを疎明した場合に、
250％／400％のリスクウェイトを適用して算出する方式です。

� 4．「フォールバック方式」とは、上記方式が全て適用できない場合、1250％のリスクウェイトを適用して算出する方式です。

定量的な開示事項（連結）
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定量的な開示事項（連結）

金利リスクに関する事項
 （単位：百万円）

　IRRBB1：金利リスク

項番
イ ロ ハ ニ

⊿EVE ⊿NII
当中間期末 前中間期末 当中間期末 前中間期末

1 上方パラレルシフト 15,847 20,704 △1,927
2 下方パラレルシフト 2 0 8,271
3 スティープ化 13,125 13,747
4 フラット化 308 297
5 短期金利上昇 561 2,036
6 短期金利低下 1,197 0
7 最大値 15,847 20,704 8,271

ホ ヘ
当中間期末 前中間期末

8 自己資本の額 155,377 152,873
（注）�1．上記「IRRBB1:金利リスク」のニ欄は、「開示告示」別紙様式第11号の2の経過措置に係る注意書きにより、記載しておりません。

2．当行連結における金利リスクは、重要性の観点より単体の金利リスクと等しいものと見なしており、⊿EVE、⊿NII及び自己資本の額は単体の額としております。
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 （単位：百万円）
項　目 2019年9月30日 2020年9月30日

コア資本に係る基礎項目
普通株式又は強制転換条項付優先株式に係る株主資本の額 133,884 137,712
うち、資本金及び資本剰余金の額 59,923 62,293
うち、利益剰余金の額 74,409 76,355
うち、自己株式の額（△） 448 936
うち、社外流出予定額（△） － －
うち、上記以外に該当するものの額 － －

普通株式又は強制転換条項付優先株式に係る新株予約権の額 70 82
コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額 1,800 2,093
うち、一般貸倒引当金コア資本算入額 1,800 2,093
うち、適格引当金コア資本算入額 － －

適格旧非累積的永久優先株の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 20,000 18,000
適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 － －
公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の額のうち、
コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 － －

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の四十五パーセントに相当する額のうち、
コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 － －

コア資本に係る基礎項目の額� （イ） 155,754 157,887
コア資本に係る調整項目 　
無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合計額 1,757 1,736
うち、のれんに係るものの額 － －
うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額 1,757 1,736

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額 1,123 774
適格引当金不足額 － －
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 － －
負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額 － －
前払年金費用の額 － －
自己保有普通株式等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額 － －
意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額 － －
少数出資金融機関等の対象普通株式等の額 － －
特定項目に係る十パーセント基準超過額 － －
うち、その他金融機関等の対象普通株式等に該当するものに関連するものの額 － －
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 － －
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 － －

特定項目に係る十五パーセント基準超過額 － －
うち、その他金融機関等の対象普通株式等に該当するものに関連するものの額 － －
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 － －
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 － －

コア資本に係る調整項目の額� （ロ） 2,881 2,510
自己資本
自己資本の額（（イ）－（ロ））� （ハ） 152,873 155,377

自己資本の構成に関する開示事項  単 体

自己資本の構成に関する開示事項（単体）
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リスク・アセット等
信用リスク・アセットの額の合計額 1,730,092 1,783,704
うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額 － －

うち、他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポージャーに係る経過
措置を用いて算出したリスク・アセットの額から経過措置を用いずに算出した
リスク・アセットの額を控除した額

－ －

うち、上記以外に該当するものの額 － －
マーケット・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して得た額 － －
オペレーショナル・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して得た額 54,005 54,213
信用リスク・アセット調整額 － －
オペレーショナル・リスク相当額調整額 － －
リスク・アセット等の額の合計額� （ニ） 1,784,097 1,837,917
自己資本比率
自己資本比率（（ハ）／（ニ）） 8.56% 8.45%

自己資本の構成に関する開示事項（単体）
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自己資本の充実度に関する事項
①信用リスクに対する所要自己資本の額 （単位：百万円）

項　目
2019年度中間期 2020年度中間期

リスク・アセット 所要自己資本の額 リスク・アセット 所要自己資本の額
【資産（オン・バランス）項目】
現金 － － － －
我が国の中央政府及び中央銀行向け － － － －
外国の中央政府及び中央銀行向け 1,170 46 － －
国際決済銀行等向け － － － －
我が国の地方公共団体向け － － － －
外国の中央政府等以外の公共部門向け － － － －
国際開発銀行向け － － － －
地方公共団体金融機構向け － － － －
我が国の政府関係機関向け 2,348 93 2,391 95
地方三公社向け － － － －
金融機関及び第一種金融商品取引業者向け 17,627 705 15,632 625
法人等向け 205,326 8,213 217,034 8,681
中小企業等向け及び個人向け 475,308 19,012 486,833 19,473
抵当権付住宅ローン 71,744 2,869 74,899 2,995
不動産取得等事業向け 306,034 12,241 327,306 13,092
三月以上延滞等 2,350 94 2,150 86
取立未済手形 － － － －
信用保証協会等による保証付 8,720 348 7,758 310
株式会社地域経済活性化支援機構等による保証付 － － － －
出資等 32,742 1,309 33,671 1,346
（うち出資等のエクスポージャー） 32,742 1,309 33,671 1,346
（うち重要な出資のエクスポージャー） － － － －
上記以外 541,511 21,660 544,410 21,776
（うち他の金融機関等の対象資本調達手段のうち対象普通株式等に
該当するもの以外のものに係るエクスポージャー） － － － －
（うち特定項目のうち調整項目に算入されない部分に係るエクスポージャー） 15,647 625 15,061 602
（うち上記以外のエクスポージャー） 525,863 21,034 529,348 21,173
証券化（オリジネーターの場合） 2,300 92 2,293 91
（うち再証券化） － － － －
証券化（オリジネーター以外の場合） － － － －
（うち再証券化） － － － －
信用リスク・アセットのみなし計算が適用されるエクスポージャー 46,168 1,846 44,650 1,786
（ルック・スルー方式） 44,047 1,761 42,759 1,710
（マンデート方式） － － － －
（蓋然性方式250％） 1,287 51 765 30
（蓋然性方式400％） － － 1,125 45
（フォールバック方式1250％） 833 33 － －
経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるものの額の合計額 － － － －
他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポージャーに係る
経過措置によりリスク・アセットの額に算入されなかったものの額 － － － －
資産（オン・バランス）計 1,713,355 68,534 1,759,033 70,361

【オフ・バランス取引等項目】
原契約期間が１年以下のコミットメント 2,821 112 5,463 218
短期の貿易関連偶発債務 82 3 60 2
特定の取引に係る偶発債務 3,717 148 2,712 108
原契約期間が１年超のコミットメント 3,281 131 7,196 287
信用供与に直接的に代替する偶発債務 2,767 110 2,244 89
先物購入、先渡預金、部分払込株式又は部分払込債券 － － － －
有価証券の貸付、現金若しくは有価証券による担保の提供又は
有価証券の買戻条件付売却若しくは売戻条件付購入 － － － －
派生商品取引 1,624 64 1,549 61
オフ・バランス取引等　計 14,296 571 19,226 769
【CVAリスク相当額を8％で除して得た額】　（簡便的リスク測定方式） 2,440 97 5,443 217
【中央清算機関関連エクスポージャー】 0 0 0 0

合計 1,730,092 69,203 1,783,704 71,348
（注）所要自己資本額＝リスク・アセット×4％

定量的な開示事項  単 体

定量的な開示事項（単体）
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定量的な開示事項（単体）

②オペレーショナル・リスクに対する所要自己資本の額及びこのうち銀行が使用する手法ごとの額 （単位：百万円）
2019年度中間期 2020年度中間期

オペレーショナル・リスクに対する所要自己資本額 2,160 2,168
　うち粗利益配分手法 2,160 2,168

③単体自己資本比率

2019年度中間期 2020年度中間期
単体自己資本比率 8.56％ 8.45%

④単体総所要自己資本額 （単位：百万円）
2019年度中間期 2020年度中間期

単体総所要自己資本額 71,363 73,516

信用リスクに関する事項

①信用リスクエクスポージャー中間期末残高及び三月以上延滞エクスポージャーの地域別・業種別・残存期間別内訳
 （単位：百万円）

2019年度中間期 2020年度中間期
信用リスクエクスポージャー期末残高 三月以上

延滞
エクス
ポージャー

信用リスクエクスポージャー期末残高 三月以上
延滞

エクス
ポージャー

貸出金、
コミットメント
及びその他の
デリバティブ
以外のオフ・
バランス取引

債券 デリバティブ
取引

貸出金、
コミットメント
及びその他の
デリバティブ
以外のオフ・
バランス取引

債券 デリバティブ
取引

国内計 2,700,147 2,403,456 293,798 2,892 2,505 3,130,074 2,816,040 311,083 2,950 2,196
国外計 39,723 1,354 38,369 － － 34,928 1,404 33,524 － －

地域別合計 2,739,871 2,404,810 332,168 2,892 2,505 3,165,003 2,817,445 344,607 2,950 2,196
製造業 160,575 153,537 6,921 115 116 170,116 161,311 8,689 115 87
農業、林業 7,725 7,540 185 － － 6,828 6,673 155 － －
漁業 584 584 － － － 749 749 － － －
鉱業、採石業、砂利採取業 4,479 4,479 － － － 4,071 4,071 － － －
建設業 109,587 103,772 5,803 11 593 119,705 114,496 5,198 10 390
電気・ガス・熱供給・水道業 31,550 8,530 23,019 － － 38,652 10,816 27,836 － －
情報通信業 7,876 7,750 100 25 － 8,851 8,245 580 25 －
運輸業、郵便業 66,942 65,644 1,262 35 9 72,443 71,396 1,005 41 －
卸売業、小売業 186,837 177,221 8,804 810 9 199,895 190,012 9,054 829 147
金融業、保険業 381,424 230,790 149,213 1,420 － 646,949 508,196 137,217 1,535 －
不動産業、物品賃貸業 505,814 499,111 6,535 166 529 558,480 550,256 8,080 143 390
各種サービス業 199,502 193,808 5,387 306 710 224,982 219,979 4,753 248 725
国・地方公共団体等 175,620 50,685 124,935 － － 181,068 39,032 142,036 － －
個人 804,786 804,786 － － 309 833,829 833,829 － － 236
その他 96,564 96,564 － － 225 98,376 98,376 － － 218

業種別計 2,739,871 2,404,810 332,168 2,892 2,505 3,165,003 2,817,445 344,607 2,950 2,196
1年以下 493,003 454,561 38,257 185 42 648,331 609,885 38,352 94 68
1年超3年以下 219,822 150,407 69,353 61 36 209,109 151,243 57,098 767 31
3年超5年以下 261,501 171,140 88,538 1,822 31 267,595 189,473 76,831 1,291 5
5年超7年以下 144,973 121,496 23,299 177 203 188,368 135,693 52,556 117 207
7年超10年以下 244,403 168,079 76,100 224 85 307,868 248,766 58,746 355 43
10年超 1,226,637 1,189,596 36,619 421 279 1,288,375 1,227,028 61,022 324 334
期間の定めの無いもの 149,529 149,529 0 － 1,825 255,354 255,353 0 － 1,505

残存期間別合計 2,739,871 2,404,810 332,168 2,892 2,505 3,165,003 2,817,445 344,607 2,950 2,196
（注）�1.オフ・バランス取引はデリバティブ取引を除いております。
� 2.「三月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払いが約定支払日の翌日から3カ月以上延滞しているエクスポージャーです。
� 3.上記の項目以外の資産については、「その他」及び「期間の定めの無いもの」に計上しております。
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②一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の中間期末残高及び期中の増減額 
（単位：百万円）

中間期首残高 当中間期増加額
当中間期減少額

中間期末残高
目的使用 その他

一般貸倒引当金 2019年度中間期 3,338 1,800 － 3,338 1,800
2020年度中間期 1,906 2,093 － 1,906 2,093

個別貸倒引当金 2019年度中間期 3,944 4,200 312 3,631 4,200
2020年度中間期 3,850 3,551 96 3,753 3,551

合　計 2019年度中間期 7,282 6,000 312 6,970 6,000
2020年度中間期 5,756 5,645 96 5,659 5,645

③個別貸倒引当金の地域別、業種別内訳 
（単位：百万円）

中間期首残高 当中間期増加額 当中間期減少額 中間期末残高
2019年度中間期 2020年度中間期 2019年度中間期 2020年度中間期 2019年度中間期 2020年度中間期 2019年度中間期 2020年度中間期

国内計 3,944 3,850 4,200 3,551 3,944 3,850 4,200 3,551
国外計 － － － － － － － －

地域別計 3,944 3,850 4,200 3,551 3,944 3,850 4,200 3,551
製造業 452 672 671 673 452 672 671 673
農業、林業 2 2 3 2 2 2 3 2
漁業 － － － － － － － －
鉱業、採石業、砂利採取業 － － － － － － － －
建設業 526 540 572 301 526 540 572 301
電気・ガス・熱供給・水道業 － － － － － － － －
情報通信業 1 － 1 － 1 － 1 －
運輸業、郵便業 283 271 289 270 283 271 289 270
卸売業、小売業 623 348 374 334 623 348 374 334
金融業、保険業 8 7 9 7 8 7 9 7
不動産業、物品賃貸業 545 492 541 458 545 492 541 458
各種サービス業 924 792 800 809 924 792 800 809
国・地方公共団体等 － － － － － － － －
個人 23 21 19 19 23 21 19 19
その他 551 700 916 674 551 700 916 674

業種別計 3,944 3,850 4,200 3,551 3,944 3,850 4,200 3,551

④貸出金償却の業種別内訳 （単位：百万円）
貸出金償却

2019年度中間期 2020年度中間期
製造業 2 25
農業、林業 － －
漁業 － －
鉱業、採石業、砂利採取業 － －
建設業 49 1
電気・ガス・熱供給・水道業 － －
情報通信業 － －
運輸業、郵便業 5 －
卸売業、小売業 43 73
金融業、保険業 － －
不動産業、物品賃貸業 16 14
各種サービス業 268 25
国・地方公共団体等 － －
個人 － 2
その他 － －
業種別計 385 142

定量的な開示事項（単体）
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定量的な開示事項（単体）

⑤  標準的手法が適用されるエクスポージャーについて、リスク・ウェイトの区分ごとの信用リスク削減手法の効果を勘案した後の残高 
並びに自己資本比率告示第79条の５第２項第２号、第177条の２第２項第２号、第248条（自己資本比率告示第125条及び第127条におい 
て準用する場合に限る。）並びに第248条の4第1項第1号及び第2号（自己資本比率告示第125条及び第127条において準用する場合に限 
る。）の規定により1,250パーセントのリスク・ウェイトが適用されるエクスポージャーの額 （単位：百万円）

エクスポージャーの額
2019年度中間期 2020年度中間期

格付有り 格付無し 格付有り 格付無し
0% 7,905 387,837 59,331 758,404
2% － 9 － 10
4% － － － －
10% 54,930 4,483 475 4,520
20% 116,731 2,727 117,487 2,435
35% － 205,208 － 214,233
50% 208,962 1,432 212,612 1,422
75% － 700,231 － 710,311
100% 38,299 1,003,592 47,209 1,029,496
150% － 1,260 － 1,028
250% － 6,259 － 6,024
350% － － － －
1,250% － － － －

合計 426,829 2,313,042 437,115 2,727,887
（注）�1．「格付有り」とは、リスク・ウェイト算定にあたり格付を適用しているエクスポージャーであり、「格付無し」とは、格付を適用していないエクスポージャーであります。

なお、格付は適格格付機関が付与しているものに限られております。
2．「格付有り」エクスポージャーには、原債務者の格付を適用しているエクスポージャーに加え、保証人の格付を適用しているエクスポージャーや、ソブリン格付に準拠したリスク・ウェイトを適用している
エクスポージャーが含まれております。

信用リスク削減手法に関する事項 
（単位：百万円）

信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー
2019年度中間期 2020年度中間期

現金及び自行預金 18,358 16,787
金 － －

適格債権 － －
適格株式 9,041 9,850
適格投資信託 － －

適格金融資産担保合計 27,400 26,637
適格保証 84,373 83,127

適格クレジット・デリバティブ － －
適格保証、適格クレジット・デリバティブ合計 84,373 83,127

派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項
①与信相当額の算出に用いる方式
カレント・エクスポージャー方式にて算出しております。

②グロス再構築コストの額（零を下回らないものに限る）の合計額
グロス再構築コストの額の合計額は、590百万円です。

③担保による信用リスク削減手法の効果を勘案する前の与信相当額
法的に有効な相対ネッティング契約下にある取引については、ネット再構築コスト及びネットアドオンした上で、担保による信用リスク削減手法の�
効果を勘案する前の与信相当額は次のとおりであります。 （単位：百万円）

与信相当額
2019年度中間期 2020年度中間期

派生商品取引 2,892 2,950
外国為替関連取引及び金関連取引 1,874 1,930

金利関連取引 1,018 1,019
株式関連取引 －

貴金属関連取引（金関連取引を除く） － －
その他コモディティ関連取引 －
クレジット・デリバティブ － －

合計 2,892 2,950
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④担保の種類別の額
信用リスク削減手法に用いた担保はございません。

⑤  与信相当額算出の対象となるクレジット・デリバティブの想定元本額をクレジット・デリバティブの種類別、かつプロテクションの購入又は
提供の別に区分した額
与信相当額算出の対象となるクレジット・デリバティブはございません。

⑥信用リスク削減手法の効果を勘案するために用いているクレジット・デリバティブの想定元本額
信用リスク削減手法の効果を勘案するために用いているクレジット・デリバティブはございません。

証券化エクスポージャーに関する事項

①銀行がオリジネーターである証券化エクスポージャーに関する事項
（1）��原資産の合計額、資産譲渡型証券化取引に係る原資産及び合成型証券化取引に係る原資産の額並びにこれらの主な原資産の種類別の内訳
○資産譲渡型証券化取引に係る原資産の額 （単位：百万円）

2019年度中間期 2020年度中間期
住宅ローン債権 5,236 4,692

合計 5,236 4,692

○合成型証券化取引に係る原資産の額
該当ございません。

（2）��原資産を構成するエクスポージャーのうち、三月以上延滞エクスポージャーの額又はデフォルトしたエクスポージャーの額及び、当期の損失額並びに
これらの主な原資産の種類別の内訳 （単位：百万円）

2019年度中間期 2020年度中間期
三月以上延滞

エクスポージャー 当期損失 三月以上延滞
エクスポージャー 当期損失

住宅ローン債権 238 － 206 －
合計 238 － 206 －

（3）保有する証券化エクスポージャーの額及び主な原資産の種類別の内訳 （単位：百万円）
2019年度中間期 2020年度中間期

住宅ローン債権 184 183
合計 184 183

（注）オフ・バランス取引はありません。

（4）保有する証券化エクスポージャーの適切な数のリスク・ウェイトの区分ごとの残高及び所要自己資本の額 （単位：百万円）
2019年度中間期 2020年度中間期

残高 所要自己資本額 残高 所要自己資本額
1,250％ 184 92 183 91

自己資本控除 － － － －
合計 184 92 183 91

（注）オフ・バランス取引はありません。

（5）証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額及び原資産の種類別の内訳
 （単位：百万円）

2019年度中間期 2020年度中間期
住宅ローン債権 － －

合計 － －

（6）��自己資本比率告示第248条並びに第248条の4第1項第1号及び第2号の規定により1,250パーセントのリスク・ウェイトが適用される証券化エクスポー
ジャーの額及び主な原資産の種類別の内訳
証券化を行った住宅ローン債権のうち183百万円は、自己資本比率告示第248条並びに第248条の4第1項第1号及び第2号の規定により1,250パーセ
ントのリスク・ウェイトを適用した額を計上しております。

（7）早期償還条項付の証券化エクスポージャー
該当ございません。

（8）当期に証券化を行ったエクスポージャーの概略
該当ございません。

（9）証券化取引に伴い当期中に認識した売却損益の額及び原資産の種類別内訳
該当ございません。

定量的な開示事項（単体）
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②銀行が投資家である証券化エクスポージャーに関する事項
（1）保有する証券化エクスポージャーの額及び主な原資産の種類別の内訳

該当ございません。

（2）保有する証券化エクスポージャーの適切な数のリスク・ウェイトの区分ごとの残高及び所要自己資本の額
該当ございません。

（3）��自己資本比率告示第248条並びに第248条の4第1項第1号及び第2号の規定により1,250パーセントのリスク・ウェイトが適用される証券化エクスポー
ジャーの額及び主な原資産の種類別の内訳
該当ございません。

出資等又は株式等エクスポージャーに関する事項

①貸借対照表計上額、時価及び次に掲げる事項に係る貸借対照表計上額

出資等エクスポージャーの貸借対照表計上額等 （単位：百万円）
2019年度中間期 2020年度中間期

貸借対照表計上額 時価 貸借対照表計上額 時価
上場している出資等又は株式等
エクスポージャーの貸借対照表計上額 32,374 32,374 32,134 32,134

上記に該当しない出資等又は株式等
エクスポージャーの貸借対照表計上額 2,015 1,995

子会社・関連会社株式の貸借対照表計上額 （単位：百万円）
貸借対照表計上額

2019年度中間期 2020年度中間期
子会社・子法人等 733 733
関連会社等 － －
合計 733 733

②出資等又は株式等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益の額
 （単位：百万円）

2019年度中間期 2020年度中間期
売却損益額 95 15
償却額 0 120

③貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で認識されない評価損益の額
 （単位：百万円）

2019年度中間期 2020年度中間期
貸借対照表で認識され、かつ、
損益計算書で認識されない評価損益の額 17,257 17,933

④貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額
該当ございません。

定量的な開示事項（単体）
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リスク・ウェイトのみなし計算又は信用リスク・アセットのみなし計算が適用されるエクスポージャーに関する事項

リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーの額
 （単位：百万円）

2019年9月30日 2020年9月30日
ルック・スルー方式 119,901 120,779
マンデート方式 － －
蓋然性方式（250％） 514 306
蓋然性方式（400％） － 281
フォールバック方式 66 －

合計 120,483 121,366
（注）�1．「ルック・スルー方式」とは、ファンド等の組み入れ資産を銀行が直接保有しているとみなして算出する方式です。
� 2．「マンデート方式」とは、ルック・スルー方式が適用できない場合、ファンド等の運用基準（マンデート）に基づき、ファンド等の組み入れ資産を保守的に想定して算出する方式です。
� 3．「蓋然性方式（250％／400％）」とは、ルック・スルー方式・マンデート方式が適用できない場合、ファンド等のリスク・ウェイトが250％以下／400％以下である蓋然性が高いことを疎明した場合に、

250％／400％のリスク・ウェイトを適用して算出する方式です。
� 4．「フォールバック方式」とは、上記方式が全て適用できない場合、1250％のリスク・ウェイトを適用して算出する方式です。

金利リスクに関する事項
 （単位：百万円）

　IRRBB1：金利リスク

項番
イ ロ ハ ニ

⊿EVE ⊿NII
当中間期末 前中間期末 当中間期末 前中間期末

1 上方パラレルシフト 15,847 20,704 △1,927
2 下方パラレルシフト 2 0 8,271
3 スティープ化 13,125 13,747
4 フラット化 308 297
5 短期金利上昇 561 2,036
6 短期金利低下 1,197 0
7 最大値 15,847 20,704 8,271

ホ ヘ
当中間期末 前中間期末

8 自己資本の額 155,377 152,873
（注）上記「IRRBB1:金利リスク」のニ欄は、「開示告示」別紙様式第11号の2の経過措置に係る注意書きにより記載しておりません。

定量的な開示事項（単体）
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単体情報

１．概況及び組織に関する事項
（1）��経営の組織（子会社等の経営管理に係る体制を含む）����� －
（2）上位10以上の株主����������������� 43～44
（3）取締役及び監査役�������������������� －
（4）営業所の名称及び所在地����������������� －

２．主要な業務の内容��������������������� －

３．主要な業務に関する事項
（1）事業の概況�����������������������02
（2）主要な経営指標の推移（⑪を除く）�������������31

①経常収益
②経常利益
③中間（当期）純利益
④資本金及び発行済株式の総数
⑤純資産額
⑥総資産額
⑦預金残高
⑧貸出金残高
⑨有価証券残高
⑩単体自己資本比率
⑪配当性向
⑫従業員数

（3）業務に関する指標
①主要な業務の状況を示す指標
イ.�業務粗利益、業務粗利益率、業務純益、実質業務純益、�
コア業務純益及びコア業務純益（除く投資信託解約損益）��28

ロ.資金運用収支等各収支����������������28
ハ.��資金運用勘定並びに資金調達勘定の平均残高、�
利息、利回り及び資金利ざや�����������29、31

ニ.受取利息及び支払利息の増減�������������30
ホ.総資産経常利益率、資本経常利益率����������31
ヘ.総資産中間（当期）純利益率、資本中間（当期）純利益率��31

②預金に関する指標
イ.預金科目別平均残高�����������������33
ロ.定期預金の残存期間別残高��������������33

③貸出金等に関する指標
イ.貸出金科目別平均残高����������������34
ロ.貸出金の残存期間別残高���������������34
ハ.担保種類別の貸出金残高及び支払承諾見返額������35
ニ.使途別貸出金残高������������������35
ホ.業種別貸出金残高������������������35
ヘ.中小企業等向け貸出金����������������34
ト.特定海外債権残高������������������36
チ.預貸率�����������������������32

④有価証券に関する指標
イ.商品有価証券の種類別平均残高������������38
ロ.有価証券の種類別残存期間別残高�����������38
ハ.有価証券の種類別平均残高��������������37
ニ.預証率�����������������������32

４．業務運営に関する事項
（1）リスク管理の体制�������������������� －
（2）法令遵守（コンプライアンス）の体制������������ －
（3）��中小企業の経営の改善及び�

地域の活性化のための取組の状況���������� 03～06
（4）指定紛争解決機関の名称����������������� －

５．財産の状況に関する事項
（1）中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書
� ������������������������� 23～24
（2）リスク管理債権額��������������������36

①破綻先債権
②延滞債権
③３カ月以上延滞債権
④貸出条件緩和債権

（3）自己資本の充実の状況��������������� 55～63
（4）時価等情報

①有価証券の情報����������������� 38～39
②金銭の信託の情報�������������������39
③デリバティブ取引情報�������������� 40～41

（5）貸倒引当金の期末残高及び期中増減額�����������36
（6）貸出金償却額����������������������36
（7）会社法による会計監査人の監査�������������� －
（8）金融商品取引法に基づく監査証明�������������26

６．報酬等に関する開示事項������������������ －

７．重要な後発事象����������������������26

連結情報

１．銀行及び子会社等の概況に関する事項
（1）主要な事業の内容及び組織の構成������������� －
（2）子会社等に関する情報������������������ －

①名称
②所在地
③資本金または出資金
④事業の内容
⑤設立年月日
⑥当行議決権比率
⑦子会社等議決権比率

２．銀行及び子会社等の主要な業務に関する事項
（1）事業の概況�����������������������12
（2）主要な経営指標の推移������������������12

①経常収益
②経常利益
③親会社株主に帰属する中間（当期）純利益
④包括利益
⑤純資産額
⑥総資産額
⑦連結自己資本比率

３．銀行及び子会社等の財産の状況に関する事項
（1）��中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、及び�

中間連結株主資本等変動計算書����������� 16～18
（2）リスク管理債権額��������������������12

①破綻先債権
②延滞債権
③３カ月以上延滞債権
④貸出条件緩和債権

（3）自己資本の充実の状況��������������� 46～54
（4）セグメント情報������������������ 13～15
（5）会社法による会計監査人の監査�������������� －
（6）金融商品取引法に基づく監査証明�������������22

４．報酬等に関する開示事項������������������ －

５．重要な後発事象����������������������22

参考

〈銀行法施行規則（第19条の2、3）に基づく開示項目〉

〈金融機能の再生のための緊急措置に関する法律（第7条）に基づく開示項目〉
資産の査定の公表� ����������������������������������������������������������37

※参考中の「－」は、本中間ディスクロージャー誌には記載していない項目です。
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